
【制度解説】

１　地方公共団体の財政の健全化に関する法律について

２　健全化判断比率の公表等

３　平成２２年度決算に基づく健全化判断比率と資金不足比率

（１）健全化判断比率

① 実質赤字比率

② 連結実質赤字比率

③ 実質公債費比率

　連結実質赤字比率は，市のすべての会計を対象とした実質赤字額又は資金不足額の標準財政
規模に対する割合です。平成２２年度決算において連結実質赤字比率はなく（前年度もな
し），早期健全化基準の16.54％，財政再生基準の40.00％を下回っています。

　実質公債費比率は，市の一般会計等の元利償還金に，病院事業や水道事業，下水道事業など
の特別会計や一部事務組合の元利償還金に充てたとされる一般会計の負担額などの実質的に公
債費とみなされるものを加えた金額の標準財政規模に対する割合です。大崎市の比率は，
15.0％（前年度15.7％，0.7ポイント減）で，早期健全化基準の25.0％，財政再生基準の35.0％
を下回っています。

　地方分権を進める中で，平成１８年８月より，「新しい地方財政再生制度研究会」が設置
され，平成１８年１２月，その検討結果が「新しい地方財政再生制度研究会報告書」として
まとめられました。この中でこれまでの制度については，わかりやすい財政情報の開示や早
期是正機能がない等の課題が指摘され，財政指標を整備してその公表の仕組みを設けるとと
もに，財政の早期健全化及び再生のための新たな制度を整備することが提言されました。

　この結果を踏まえ，「地方公共団体の財政の健全化に関する法律案」が国会に提出され，
可決・成立し，「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が公布されました（平成１９
年６月２２日法律第９４号。以下「健全化法」という。）。
　また，法律で政省令事項とされた財政指標の算定方法の細目や財政の早期健全化・再生の
基準等については，「地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令」（平成１９年１２
月２８日政令第３９７号）及び「地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則」（平
成２０年２月５日総務省令第８号）などにより定められています。

　健全化法においては，地方公共団体（都道府県，市町村及び特別区）の財政状況を客観的
に表し，財政の早期健全化や再生の必要性を判断するためのものとして，以下の４つの財政
指標を「健全化判断比率」として定めています。また，公営企業の経営健全化に関する判断
比率を「資金不足比率」として定めています。
　地方公共団体の長は，毎年度，前年度の決算に基づく健全化判断比率と資金不足比率をそ
の算定資料とともに監査委員の審査に付し，その意見を付けて議会に報告し，公表しなけれ
ばならないとされています。なお，健全化判断比率や資金不足比率が早期健全化基準や財政
再生基準を超えた場合には，財政健全化計画（公営企業は経営健全化計画）や財政再生計画
を策定しなければならないとされています。

　実質赤字比率は，市の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する割合で
す。平成２２年度決算において実質赤字比率はなく（前年度もなし），早期健全化基準の
11.54％，財政再生基準の20.00％を下回っています。



④ 将来負担比率

（２）資金不足比率

【用語説明】

早期健全化基準

財政再生基準

経営健全化基準

　地方公共団体が，財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により，
自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況において，国が強く関与し，計画的に
その財政の健全化を図るべき基準として，実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公
債費比率のそれぞれについて，早期健全化基準を超えるものとして定められた数値で
す。
　それぞれの比率のうち一つでも財政再生基準以上になった場合には，地方公共団体
は「財政再生団体」と判定され，「財政再生計画」を策定しなければならないことと
されています。財政再生団体となった場合には，財政再生計画について総務大臣の同
意を得ない限り，ほとんどの地方債発行が制限されます。

　地方公共団体が，自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準とし
て，資金不足比率について定めされた数値です。
　それぞれの公営企業において経営健全化基準以上になった場合には，公営企業会計
ごとに「経営健全化計画」を策定しなければならないこととされています。

　地方公共団体が，財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況におい
て，自主的かつ計画的にその財政の健全化を図るべき基準として，実質赤字比率，連
結実質赤字比率，実質公債費比率及び将来負担比率のそれぞれについて定められた数
値です。
　それぞれの比率のうち一つでも早期健全化基準以上になった場合には，地方公共団
体は「財政健全化計画」を策定しなければならないこととされています。

　将来負担比率は，土地開発公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め，市の
一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合です。将来負担すべき
額としては，一般会計等の地方債現在高，土地開発公社からの買戻しや土地改良事業に係る補
助金等の債務負担行為額，特別会計や一部事務組合の元金償還金に充てる一般会計等の負担見
込額，退職手当の支給予定額などがあります。大崎市の比率は，95.4％（前年度117.7％，22.3
ポイント減）で，早期健全化基準の350.0％を下回っています。

　資金不足比率は，公営企業ごとの資金不足（赤字）額のその公営企業の事業規模に対する割
合です。公営企業会計ごとに算定されます。大崎市では，対象となる病院，水道，下水道，農
業集落排水，浄化槽，簡易水道，宅地造成のすべての会計で資金不足比率はなく（前年度も全
ての会計でなし），経営健全化基準の20.00％を下回っています。
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